
物品売買仮契約書（案） 

 

 沖縄県知事 玉城康弘 （以下「甲」という。）が次の物品を購入し、○○○○会社代

表取締役 ※※※※（以下「乙」という。）がこれを売却することについて、甲及び乙

は下記の条項により仮契約を締結する。 

 この契約は、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 96 条第１項第８号の規定による

議会の議決、又は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 179 条第１項の規定による専

決処分があった旨を契約の相手方に通知したときに本契約となるものとする。 

 

      品  名            規   格         数量 

 油圧式オールテレーンクレーン  定格総荷重 9.5t×24mR 以上  ２台 

                                                               

（納入期限、納入場所、契約金及び契約保証金） 

第１条 納入期限、納入場所、契約金及び契約保証金額は次のとおりとする。 

 一 納入期限 令和  年  月  日 

 二 納入場所 南大東港（沖縄県南大東村）及び北大東港（沖縄県北大東村） 

 三  契約金額        円 

    （うち取引に係る消費税額      円） 

 四 契約保証金額      円 

 

（総則） 

第２条 甲及び乙は、油圧式オールテレーンクレーン（以下「物品」という。）の購入

若しくは製造及び売却に関し、この契約書に定めるもののほか、別紙の仕様書（以下

「仕様書」という。）に従いこれを履行しなければならない。 

２ この契約に関し、仕様書に特別の定めがある場合を除き、物品を完成するために必 

要な一切の手段については、乙がその責任において定めるものとする。 

３ この契約の履行に関し、乙から甲に提出する書類は、甲の指定するものを除き、第 

８条に規定する監督職員（以下「監督職員」という。）を経由するものとする。 

４ 前項の書類は監督職員に提出された日に甲に提出されたものとする。 

５ 甲及び乙は、この契約に関し、日本語、日本円、国際単位系に係る SI 単位を使用 

しなければならない。 

 

（工程表等製造及び検査に係る書類の提出） 

第３条 乙は、本契約締結後 14 日以内に仕様書に基づく概略製造工程表を提出すると 

ともに、物品の製造及び検査等に関する詳細な打合せを行う。その協議結果に基づき、



14 日以内に詳細製造工程表及び打合せ議事録を、60 日以内に固定式一体型上下架施

設製造諸元表、設計概要及び製造仕様書、詳細設計図面、付属品及び予備品等明細書、

強度検討書及び各種計算書を作成して甲に提出するものとする。 

２ 乙は、検査の 30 日前までに仕様書に基づく詳細な検査等要領書を作成して甲に提 

出するものとする。 

３ 乙は、前項までの書類以外で甲より提出を求められた書類については、指示された 

期日までに提出しなければならない。  

 

（権利義務の譲渡等） 

第４条 乙は、この契約によって生ずる権利または義務を第三者に譲渡し、又は承継

せしめ若しくは担保に供してはならない。ただし、書面により甲の承諾を得たときは

この限りでない。 

 

（一括委任又は一括下請負の禁止） 

第５条 乙は、製造の全部、又は大部分を一括して第三者に委任し、又は請け負わせ

る ときは、甲に対し、書面により通知しなければならない。 

 

（下請負人の通知） 

第６条 乙は、甲から、下請負人につきその名称その他甲が必要とする事項の通知を

求められたときは、書面にて通知しなければならない。 

 

（特許権等の使用） 

第７条 乙は、特許権その他第三者の権利の対象となっている製造方法を使用すると

き は、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。 

                                                 

（監督職員） 

第８条 甲は、自己に代わって監督し又は指示する監督職員を定めたときは、書面に

よりその氏名を乙に通知しなければならない。監督職員を変更したときも同様とす

る。 

２ 監督職員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約書に基づく甲の権限 

とされる事項のうち、甲が必要と認めて監督職員に委任したもののほか、仕様書に定 

めるところにより、次に掲げる権限を有する。 

 一 契約の履行についての乙又は乙の職務代理人に対する指示、承諾又は協議 

 二 仕様書に基づく製造のための詳細図等の作成及び交付又は乙が作成したこれら

の図書の承諾 

 三 仕様書に基づく製造工程の管理、試験立会又は使用材料の試験若しくは確認 



３ 前項の規定に基づく監督職員の指示は書面及び口頭のいずれかにより、承諾は、原 

則として書面によりこれを行う。ただし、軽微な承諾については、口頭で行うことが で

きる。 

 

（職務代理人） 

第９条 乙は、職務代理人を定め、書面によりその氏名を仮契約から 14 日以内に甲に

通知しなければならない。これらの者を変更したときも、同様に通知しなければなら

ない。 

２ 職務代理人は、この契約の履行に関し、その運営を行うほか、この契約書に基づく 

乙の権限（工期の変更、契約金額の請求及び受領、次条第１項および第２項に係る権 限

並びにこの契約の解除に係るものを除く。）を行使することができる。 

３ 乙は、前項の規定に関わらず、自己の有する権限の内これを職務代理人に委任せず 

自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を書面により 

通知しなければならない。 

 

（製造関係者に関する措置請求） 

第１０条 甲又は監督職員は、職務代理人がその職務の執行につき著しく不適当を認め 

られるときは、乙に対してその理由を明示した書面により必要な措置をとるべきこと 

を求めることができる。 

２ 乙は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、 

その結果を請求を受理した日から１０日以内に書面により甲又は監督職員に通知しな 

ければならない。 

３ 甲又は監督職員は、乙が製造するために使用している下請負人、労働者等で製造の 

施工又は管理につき著しく不適当と認められるものがあるときは、乙に対して、その 

理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを求めることができる。 

４ 乙は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、 

その結果を請求を受理した日から１０日以内に書面により甲又は監督職員に通知しな 

ければならない。 

 

（仕様書不適合の場合の改造義務） 

第１１条 乙は、物品が仕様書に適合しない場合において、甲が、仕様書に適合するよ 

う物品の改造を請求したときは、これに従わなければならない。 

                                 

（条件変更等） 

第１２条 乙は、製造にあたり、次の各号に該当する事実を発見したときは、直ちに書 

面によりその旨を監督職員に通知し、その確認を求めなければならない。 



   一 仕様書の表示が明確でないとき。 

  二 仕様書に明示されていない製造の条件について予期することができない特別

の状態が生じたとき。 

２ 監督職員は、前項の確認を求められたとき又は自ら前項各号に掲げる事実を発見し 

たときは、直ちに調査を行い、その結果（これに対してとるべき措置を指示する必要 が

あるときは、当該指示を含む。）を書面により乙に通知しなければならい。 

３ 第１項の事実が甲乙間において確認された場合において、必要があると認められる 

ときは、次の各号に掲げるところにより、製造内容の変更又は仕様書の訂正を行わな 

ければならない。 

  一 第１項第１号に該当し仕様書を訂正する必要がある場合には甲が行う。 

  二 第１項第２号に該当し製造の内容を変更する場合には甲乙が協議して行う。 

４ 前項の規定により製造内容の変更または仕様書の訂正がなされた場合において、必 

要が認められるときは、甲乙協議して工期を変更しなければならない。 

 

（製造の内容変更、中止等） 

第１３条 甲は、必要があると認めるときは、乙に対して書面による通知により製造内 

容を変更し又は製造内容の全部若しくは一部の施工を一時中止させることができる。 

 

（乙の請求による工期の延長） 

第１４条 乙は、天災地変その他やむを得ないの事由等の正当な理由により工期内に物 

品を完成することができないときは、甲に対して遅滞なくその理由をあきらかにした 

書面により工期の延長を求めることができる。この場合における延長日数は、甲乙協 

議して書面により定めなければならない。 

 

（甲の請求による工期の短縮） 

第１５条 甲は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、乙に対して書面 

により工期の短縮を求めることができる。この場合における短縮日数は、甲乙協議し 

て書面により定めなければならない。 

 

（一般的損害） 

第１６条 物品の引き渡し前に、物品または使用材料について生じた損害その他製造の 

施工に関して生じた損害は乙の負担とする。 

 

（第三者に及ぼした損害） 

第１７条 製造の施工に伴い第三者に損害を及ぼしたときは、乙がその損害を賠償しな 

ければならない。 



（検査及び引き渡し） 

第１８条 乙は、物品が完成したときは、その旨を書面により甲に通知しなければなら 

ない。 

２ 甲又は甲が検査を行う者として定めた職員（以下「検査職員」という。）は、前項 

の規定による通知を受けたときは、乙の立会のうえ製造の完成を確認するための検査 

を完了しなければならない。この場合においては、甲は当該検査の結果を書面により 

乙に通知することができる。 

３ 検査は必要に応じて行い、検査の場所及び日時については、甲乙協議して決定する。 

検査に必要な費用については、乙の負担とする。 

４ 乙は、検査に立ち会うものとする。乙は、立会いをしないときは、検査の結果につ 

いて異議を申し立てることができない。 

５ 乙は、物品が前項の検査に合格しないときは、直ちに修補して再度甲の検査を受け 

なければならない。 

６ 乙は、物品を納入しようとするときは、あらかじめその旨を甲に通知し、納入と同 

時に納品書を提出しなければならない。 

 

（契約金の支払） 

第１９条 乙は、前条の検査に合格し、物品を納入した後に、甲に対し、適法な支払請 

求書をもって契約金額の支払を請求することができる。 

２ 甲は、前項の支払請求書を受理した日から３０日以内に契約金額を支払わなければ 

ならない。ただし、特別の理由がある場合はこの限りではない。 

 

（瑕疵担保） 

第２０条 物品に瑕疵（隠れた瑕疵を含む。）があるときは、甲は、乙に対して相当の 

期間を定めてその瑕疵の修補を請求し、又は修補に代え代品（物品と同程度の性能を 

有する物。）を請求し、若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができる。 

２ 前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、物品の引き渡しを受けた日か 

ら１年以内に、これを行わなければならない。ただし、その瑕疵が乙の故意または重大

な過失により生じた場合には、当該請求のできる期間は１０年とする。 

３ 乙が、瑕疵の修補又は代品の請求に応じないときは、甲は、乙の負担でこれを執行 

することができる。このために乙に損害を生ぜしめることがあっても、甲は賠償の責 

を負わないものとする。 

(履行遅滞の場合における損害金等) 

第２１条 甲は、乙が納入期限までに物品を納入し終らないため、期間の延長を求めた

ときは、遅延日数に応じ、未済部分の契約代金の額に対し沖縄県財務規則(昭和 47年５

月 15 日規則第 12 号) 第 109 条第１項で定める率の違約金を徴収する。ただし、天災、



地変その他契約の相手方の責によらないものについては、違約金は徴収しない。 

２ 前項の違約金は、契約代金支払のときに控除し、その額が支払金の額を超えるとき

は、その超える額を徴収する。 

３ 乙は、天変地変その他やむを得ない理由により納入期限までに物品を納入すること

ができないときは、その理由を詳記して期限延長の願い出をすることができる。 

４ 前項の願い出は、納入期限までにしなければならない。 

 

（甲の解除権） 

第２２条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することがで 

きる。 

  一 その責に帰すべき事由により工期内又は工期経過後相当の期間内に物品が完

成する見込がないと明らかに認められるとき。 

  二 正当な理由がないのに、製造に着手すべき時期を過ぎても製造に着手しない

とき。 

  三 前２号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反により契約の目的

を達成することができないと認められるとき。 

  四 暴力団(暴力団対策法第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)又

は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

五 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用したと認められると

き。 

六 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど、直接的又は積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与して

いると認められるとき。 

七 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

認められるとき。 

八 前７号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反により契約の目的

を達成することができないと認められるとき。 

２ 甲は、前項の規定により契約を解除した場合において、乙に対し損害賠償の責を負 

わない。 

３ 甲は、物品が完成しない間は、第１項に規定する場合のほか必要があるときは、契 

約を解除することができる。 

４ 甲は、前項の規定により契約を解除した場合において、乙に対し損害賠償の責を負 

う。 

 

（乙の解除権） 



第２３条 乙は、甲と協議し、契約を解除することができる。 

２ 乙は、前項の規定により契約を解除した場合において、これにより甲に損害を及ぼ 

したときは、その損害を賠償しなければならない。また、乙の損害について、甲に対 し

請求することはできない。 

 

（賠償金等の徴収） 

第２４条 乙がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を甲の指定する期間内に支 

払わないときは、甲はその支払わない額に甲の指定する期間を経過した日から契約金 

額支払の日まで支払遅延防止法第８条第１項の規定に基づき定められた率の割合で計 

算した利息を付した額と、甲の支払うべき契約金額とを相殺し、なお不足があるとき 

は追徴する。 

 

（秘密の保持） 

第２５条 乙は、この契約を遂行するにあたり知り得た甲の秘密を他に漏らしてはなら 

ない。 

（補足） 

第２６条 この契約書及び仕様書に定めのない事項については、必要に応じて甲乙協議 

して定める。 

第２７条 乙は、この契約書及び仕様書に明示されていない事項でも、物品の供給上当 

然必要なものは、乙の負担により提供しなければならない。 

第２８条 この契約の履行について生ずる一切の費用及び損害は、特別の定めがある場 

合を除き乙が負担するものとする。 

第２９条 乙はこの契約条項のほか、財務規則（昭和 47 年沖縄県規則第 12 号）を守 

るものとし、もし、疑義が生じたときは甲乙協議するものとする。 

 

この契約の成立を証するため本書２通を作成し双方記名押印して各１通を保有する。 

 

    令和  年  月  日 

 

             甲  沖縄県那覇市泉崎１丁目２番２号 

                沖縄県知事  玉城 康裕 

 

 

                          乙   

                           


